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中国における流通システムの変容
渇 容
1 . はじめに
92年以降の中国経済の持続的で著しい成長は，計画経済から市場経済へ
の移行による見事な成果である。経済体制の移行に伴う流通システムの改
革は，中国経済体制改革の成否を決める鍵であると言っても過言ではなか
ろう。
78年の改革開放まで，流通システムは計画経済を支える硬直的な配給型
システムであった。商品の生産，流通，消費は，市場の需給関係に基づい
て行われたものではなく，政府の計画によって行われた。 79年以降改革
開放を契機として，中国は市場経済の導入を試み始めた。計画経済の枠組
みの束縛から抜け出し，市場経済の軌道に乗ろうとする流通システムの改
革はさまざまな形で模索され，開放と引き締めが繰り返される中でなされ
た。 90年代に入って，社会主義市場経済が確立された後，市場メカニズム
を中心とする流通システムの改革は全面的に推進され，流通の自由化，近
代化，国際化にむけて踏み出した。
本稿の目的は，経済体制の移行に伴う中国流通システムの歴史的展開を
ごく大まかに考察することにある。まず，計画経済下の流通システムの特
徴と配給型商業理論を述べた上で，その理論の指導下での一連の試行錯誤
を確認しながら，計画に基づく硬直的な流通システムを考察する。次に，
計画経済から市場経済への転換期の流通システムの特徴を明らかにし，そ
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の流通システム改革の主な中身を述べる。その後に，転換期の流通システ
ムの特徴と比較しながら，社会主義市場経済体制下の流通システムの特徴
を解明し，その流通システム改革の全体的枠組みを提示し，その上で市場
システムの建設，価格体制の調整，流通企業自体の改革という 3つの側面
に分けて市場経済下の流通システムの改革状況を考察する。最後に．中国
の流通システム改革の特殊性をえぐりだす。
2. 計画経済体制下の流通システム (1949年---1978年）
2.1 計画経済下の流通システムの特徴と配給型商業理論
新中国が1949年に成立し，まもなくして計画経済体制は確立した。この
経済体制は旧ソ連の経済体制をモデルにして作られ，「ソ連型計画経済」
または「中央集権的計画経済」とも呼ばれていた。その最大の特徴は， [Jtl
民経済の全体に対して国家の「指令性計画」によって値接管理すること，
つまりモノ（物資）， カネ（資金）， ヒト（労働）といった社会資源の分配
を計画を中心とする行政手段をもって行うことである叫いうまでもなく，
計画経済に応じる流通システムは，市場メカニズムの機能を無視し，国家
計画の高度化，集中化，硬直化などの濃厚な計画性の色彩をおびている。
この流通システムを支える基礎的な経済理論は，マルクスの経済理論を
参考にして，旧ソ連の製品経済論を直接的に真似して作られた配給型商業
理論である。この理論の指導方針は次の 5点にまとめられる。①配給経路
は単ーであればあるほど，配給は簡単に行われる。②配給を順調に行うた
めに行政的権力に依存する配給は欠かせない。③配給は平均• 平等を原
則としてコストや利潤や経済利益にこだわらない。④資本主義的な意味で
の商品，貨幣関係，価値規則，市場規則は社会主義社会に存在しないが，
貨幣や価格は配給手段の役割を果たす。⑤国有制の社会は 1つの大工場の
1)馬成三『中国経済の読み方jジェトロ， 2002年9月， 37ペー ジ。
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ようである。その中で工業と商業の社会的分業は生産現場と倉庫のごと<. 
生産される製品は配給を通して商業分野へ流れていく。言い換えれば，製
品をいくら生産しても．倉庫機能を果たす商業はすべて受けらなければな
らない2)。
上記のことにより，この理論の本質は，社会主義の商品経済を原始社会
のような自給自足の現物経済と同等に取り扱い＇生産を重視するけれども
流通を軽視し，価値法則と市場法則を否定することにある叫このため，
計画経済の時期では，商品流通という表現は使われていたにもかかわらず，
それは価値法則と市場法則に反するものなので＇本当の意味での流通とは
言えない。
2.2 計画経済下の流通システムの状況
(1)単一の国有制の強権的な推進
計画配給型システムを作り上げる前提条件となったのは，国有制の実行
であった。新中国成立直後，外国列強と買弁資本から没収した商業企業は
国有企業として育てられた。第 1次5ヵ年計画期に入って，私営的商工業
に対する改造が徹底的に行われ，国有商業企業を軸とし，集団商業企業に
よって補足される計画配給型システムが基本的に形成された。それ以降は，
大躍進運動や文化大革命期の「重工軽商」という「左」の錯誤思想の指導
により国有制の推進はさらに強化された。数字をみれば，社会全体の商
品小売総額における国有制の商業・飲食業の比重は57年の73.9%から78年
の85.7%に上昇したのに対して，集団所有制の商業・飲食業の比重は13%
から5.2%に，個人所有制の商業・飲食業の比重は2.5%から0.1%にさがっ
た4)。
このように国家は単一の国有制の強権的な推進を通して，商品流通領
2)徐炊オ『現代裔品流通：転型与発展j人民出版社, 2000年12月.125-127ページ。
3)山下睦男「中国流通経済論』葦書房有限会社. 2000年2月， 167ペー ジ。
4)梁小民『現代商品流通論』中国社会科学出版社. 1996年.400ペー ジ。
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域に対する全面的な統制を行う基礎を築き固めた。他方，流通経路の単一
化の問題が発生したのも当然であるが．その連鎖反応として，商品流通市
場の行き詰まり，売買の困難化，企業経営の硬直化・低効率など多くの問
題も生じた。
(2)行政権力の分割による複雑な多段階の流通システム
① 「商品」5) と物資の分類
「商品」と物資いわゆる一般消費財と生産財は明確に区分された。農産
物や日用工業製品は「商品」と規定され，鋼材や石油等の原材料，燃料お
よび機械設備等の資機材は物資と見なされた。
② 「三大分割」の流通システム
行政的には．商業部，物資部，食糧部．供錯合作社，対外貿易部， r業
部など別々の明確な機能をもつ流通機関が設置され．流通システムは行政
部門別に分割された。そのうえで，都市部での流通は尚業部に，農村部で
の流通は供釣合作社に分割され，そして行政地区別に．各部に属する流通
機関が設立され，流通システムはさらに分割された。このような行政分割，
都市農村分割，地区分割は「三大分割」と呼ばれている。
③ 「三段階」・「三固定」の卸売方式
商業部系統と供錯合作社系統においては，中央．省•直轄市・自治区，巾・
県など地方自治体という「三段階」に分けて，一次，二次，三次の卸売公
司あるいは卸売ステーションが設置され．それぞれに単一の流通チャネル
が形成された。また，卸売を行う際に，供給販売地域，取引先，割引率が
固定された。これは「三固定」卸売方式と呼ばれている6¥
上記のように行政権力の分割による多段階の流通チャネルの形成によ
り．商品流通は行政部門による「商品」配給に取って代わられ，流通シス
5)本来の商品とは，当初から交換をめざして生産される生産物という。社会主義的
な意味での「商品」とは，計画的配給を行うために生産される生産物という。
6)黄隣「中国の流通と商業」佐々木信彰編『現代中国経済の分析』世界思想社，
1997年7月， 69ページ。
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テムは分断的，閉鎖的になり，社会的生産の基盤としての横断的・統一的
な商品流通市場は支離滅裂になった。また，流通企業は完全に行政部門の
付属品となり，経営上の自主権が奪われたのみならず，流通効率が著しく
低下し，流通コストが大きく増大し，経営業績が絶えず悪化することにな
った。
(3)指令性計画による流通統制
国家の本格的な流通統制は，第 1次5ヵ年計画期の開始時点， 53年から
であった。具体的には，物資供給に対しては国家は指令性計画を通して
統一的調達• 分配を行った。 79年には，国の統一分配物資と国務院の各系
統による計画分配物資の種類はあわせると， 572種類以上に達した。物資
以外の工業製品（主として一般消費財）と農産物に対しては，それぞれに
「統購包鈎」と「統購・派購•議購」の指令性計画が実施された。つまり，
工業製品に関しては，物資部門に分配される原材料で生産された後に，商
業部門はすべて一手に引き取って，政府の決めた価格により全国へ配給し
た。主な農産物に関しては，政府は計画した量と価格で農家から統一的に
買い上げ，供錯合作社を通して全国で配給を行った。 1960年代には，国家
が直接管理する工業製品は工業総生産額の約 6割，農産物は農業総生産額
の約 7割にのぽった尻
一方，消費者へ重要な消費財を供給する場合，配給切符制が実施された。
配給切符制は，当時の供給不足を一時的に解決したことがある。しかしな
がら，生産一流通ー消費は完全に指令性計画に操られたため，市場メカニ
ズムの機能は排除され，生産と消費は分離された。しかも，価格は単なる
計算記号となり，市場需給関係の変化を反映できなくなった。結局，供給
不足は配給切符制によっては解決できず，国民の命を脅かすほど深刻化し
ていた。
上記のように，計画経済下の流通システムは，本来の流通システムでは
7) 河地重蔵・藤本昭•上野秀夫『アジアの中の中国経済』世界思想社， 1991年 5 月，
106ページ。
114 (862) 第 48 巻第 6 号
なく．本質的には行政権力を基礎とし，行政系統別に上級部門から下級部
門へ，最終的には国有商業企業へと垂直的に伝達される指令性計画に支配
される計画配給システムであった。このシステムによる流通に対する極度
の統制は，計画経済の行き詰まりをますます深刻化させ， 1978年には計画
経済の破綻に導いた。
3. 計画経済から市場経済への転換期の流通システム
(1978年----1992年）
3.1 転換期の流通システムの特徴
計画配給システム変革の原動力となったのは， 78年12月に打ち出された
改革開放政策の実施である。改革当初は，市場メカニズムの導入が漸進的
に進められ， 92年まで市場経済は確立されなかった。このため，転換期の
流通システムは「二重性」，「漸進性」，「辻回性」など3つの特徴を有して
いる。
転換期の流通システムは，計画と市場がお圧いに働きかける経済環境の
中で生まれ変わりつつあり，計画と市場の並存という「二重性」の色彩を
帯びているのは当然である。
また，経済体制改革の方針に応じて，転換期の流通改革は 3つの段階を
経て，「点」（限られた分野または地域）から「面」（全分野または全国）
へと漸進的に展開された8)。第 1段階 (79年-84年）では，計画が依然と
して主要で，市場がその次であるため，硬匝的計画配給システムをめぐる
調整が改革の中心であった。改革分野は主に農産物に定められ，改革の重
点は農村部に置かれた。第 2段階 (84年-89年）に入って，計画的商品経
済の確立が改革の指導方針とされ，改革分野が農産物から一般消費財や生
産財へと拡大され，改革地域の重点は農村部から都市部へ移された。第 3
段階 (89年-91年）では．「国家が市場を調節し，市場が企業を誘導する」
8)馬成三，前掲書， 45ページ。
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という経済運行メカニズムが基本的に形成されたため，多数の生産財と消
費財の流通は市場メカニズムに基づいて行われるようになった。
しかし，この時期の流通改革においては，所有制度の根幹には触れずに，
流通市場への非国有経済の自由参入，経営請負制などの企業内部改革など
の戦略が採用された。改革の「迂回性」は明らかであった。
3.2 転換期における流通システムの改革
転換期においては，旧い流通システムの打破を改革目標として定め，「三
多一少」原則が制定された。「三多」とは，流通企業の多種の所有制形態，
多様な経営方式，多数の流通経路を意味し，「一少」とは，少段階の流通
チャネルのことである。この原則は転換期の流通改革の指導方針であった。
(1)非国有経済の流通市場への自由参入
79年より，政府は非国有経済部門を流通市場へ参入させることによって，
企業所有制形態の多様化を図り始めた。まず，個々の非国有経済部門の性
格や地位や役割は政策の中で明確化された。とくに強調されたのは，集団
所有制商業は国有商業と同様に平等な地位をもっている一方，個人経営や
私営商業も国有制の社会主義経済に欠かせない重要な補完部分であるとい
う点である。その上で非国有経済部門の発展に対して，政府は調整・促進・
支持などの姿勢をとり，一連の具体的な条例を制定し措置を行った9)。そ
の結果図表1のごとく， 78年から89年の間，大衆消費財小売総額におけ
る国有企業のシェアは54.6%から39.1%へと低下した。同期間に，非国有
企業のシェアは45.4%から60.9%へと上昇し，国有制の一元的支配体制は
打ち破られた。とくに，非国有経済部門の中で，集団所有制のシェアは
10.1ポイント減少したのに対して，個人経営のシェアとその他のシェアは
それぞれ18.5ポイントと6.6ポイントと大きく増加した。
このように多種の所有制形態が共存し，競争しあう流通市場は形成さ
9)梁小民，前掲書， 410ページ。
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れたが しかし国有制が依然として優位性をもち，公平な競争ルールがな
おできておらず，計画と市場が並存しているため．流通の効率化とシステ
ム化は必ずしも達成できていなかった10)0 
図表 1 大衆消費財小売総額の企業所有制形態別構成比
1978年 1989年
その他 2% 
「一
個人経営
国有
集団所有
薗 l叫 有●集団所布亡］共同経営亡］個人経党●その他
（注）所有形態別のその他は農民から非農民への販売を指す。
国有
（出所）黄燐「中国流通と廂栗」佐々木信彰編「現代中国経済の分析」
批界思想社， 1997年7月， 72ページより作成。
(2)行政分割の流通システムの打破
①流通企業の経営メカニズムの転換
「政企未分離」は計画配給システムの主な弊害である。そこで，国（中
央・地方政府）から企業への権限下放いわゆる企業経営自主権拡大は流通
改革の当面の急務となった。 79年から，国有流通企業に一定の経営自主権
を与える「放権譲利」が試行された。 80年頃，中小規模の国有商店では，
国家所有・集団経営・損益自分負担という経営方式が導入され，一部の企
業が集団所有制へ転換し，そして個人経営者を対象とするリース経営の試
行も始まった。 85年には，大規模の国有流通企業に経営請負責任制が実験
的に導入され，所有権と経営権の分離（「両権分離」）をめざす所有制改革
が試みられた。このように，企業は一定の独自な地位と自主権をもって，
10)黄憐．前掲書， 74ページ。
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従来の部門別および地域別の行政的な枠組みを越えて，その市場活動範囲
を自由に選択できるようになった11)。しかし，行政部門がなお企業経営に
若干関与しているので，完全な政企分離は不可能であった。
②流通チャネルの拡大
農村部では， 78年以降農民による農産物の自由売買が認められ，農村
と都市で自由市場が回復して，迅速に発展し， 89年には全国に約 7万2千
個の自由市場があった。一方，都市部では国有工業企業は原材料を自主的
に調達でき， しかも国家計画外の製品を市場で直接に販売できるようにな
った。そのほかに，仕入と販売の方式について，「信託公司」（製品売買を
委託する公司）や「貿易中心」（卸売市場）を通す代理販売および企業相
互間の代理購入と代理販売も認められた。その結果， 88年には，各企業に
おける工業製品の国家計画外の平均的な自主販売額は製品販売総額の 3割
以上を占め，原材料の平均的な自主調達比率は 4割以上になっている12)。
また，この時期には，「三段階」卸売方式が廃止された。 84年と85年には，
H用工業品を取り扱う一次，二次卸売公司はなくなり，全国主要都市にあ
る三次卸売公司に分散・統合された。そして，各都市には開放型の日用エ
業品卸売セーターが多数設立された。そのほかに，物資流通の市場化も進
められた。 90年までに全国で地区・市レベル以上の物資取引セーターが
400あまり設立された。こうして， 日用工業品と物資の全国的なネットワ
ークが基本的に形成された13)。
③行政分割の打破
82年，「政企分離」の改革方針の影響で，商業部，食糧部，供錯合作社
は合併され，商業部と総称された。そして，流通企業は流通行政管理部門
から分離した。 88年には，流通行政管理機関は直接に商品流通に関与せず，
流通管理に責任を負うようになった。また，「三固定」卸売方式が廃止され，
11)黄燐「WTO加盟後の中国市場』蒼蒼社， 2002年10月， 84ページ。
12) 河地重蔵•藤本昭• 上野秀夫，前掲書， 125ページ。
13)同上書， 134-135ペー ジ。
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行政地区や行政部門を越えた企業間，地域間，ひいては全国的範囲での横
断的•水平的な経済協力や経済連合の組織が育てられてきた。 80年代末ご
ろ，集団型連合体としての大型企業集団が多数現れ，さらに上海経済区や
東北経済区など広域経済圏が形成され始めた14)。
(3)指令性計画範囲の縮小
指令性計画範囲の縮小は，主に指令性計画商品の種類の減少と価格統制
の緩和という 2つの方面から着手された。 79年から84年の間に，農産物と
工業品の流通に関しては統一買付・販売や計画買付のうえに，予約買付
と自由売買が新しい流通方式として導入され， また物資流通に関しては，
必要配給や指定場所の定量配給など新たな配給方式が採用された。 85年以
降統一買付・販売がなくなった。こうして国の指令性計画の範囲は大
幅に縮小され，市場調節の範囲は拡大された。 80年代半ば以降には，商品
の生産と流通は「指令性的計画」による部分，「指導的計画」による部分，
「市場調節」による部分という 3つの部分に分かれるようになった。数字
からみれば，指令性計画による配給の農産物の種類は80年の117種から88
年の 9種に，工業製品の品目は80年の131品から88年の14品に，物資の品
目は79年の572品から72品に大きく減った15)。91年には，裔業部に直接に
管理される指令性計画商品はわずか 9品，強制的性格を有しない指導性計
画商品は14品，残りはすべて市場調節商品であった16)0 
一方， 79年からの 5年間においては国家指定価格の商品・物資に対し
て，価格引き上げを通して 6回にわたり大規模な価格調整が行われた。 85
年から，改革の重点は，市場メカニズムに基づく価格形成の転換に移った。
というのは，商品・物資の種類によって価格が次第に自由化されてきたか
らである。この時から，中国の価格形成システムは，単一の国家指定価格
から国家指定価格国家指導価格，市場調節価格という 3種類の価格形態
14)同上書， 138ページ。
15)同上書， 131ページ。
16)梁小民，前掲書， 414ページ。
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が並存するようになり，国家指定価格の範囲は急速に縮小した。数字をみ
れば， 78年から90年まで，農産物販売総額，大衆消費財小売総額，物資価
格総額のうち，国家指定価格の比率はそれぞれ94.4%から25.2%に， 97%
から29.7%に， 99.4%から44.4%に低下した。それに対して，市場調節価
の比率はそれぞれ5.6%から52.2%に， 3%から53.1%に， 0.06%から36.8%
に上昇した叫
しかし，価格統制緩和において大きな問題が発生した。すなわち，国家
介入の指定価格・指導価格と市場価格の並存という二重価格制（「価格双
軌制」）の形成である。転換期の初期においては，これは企業の積極性の
発揮に一定の役割を果たしたが，長期間にわたって，経済的混乱や不正腐
敗をもたらす重要な根源となったのである。
4. 社会主義市場経済体制下の流通システム
(1992年--201年）
4.1 社会主義市場経済体制下の流通システム改革の特徴
92年10月に開催された中国共産党第14回全国代表大会で，社会主義市場
経済体制への移行が決定され，市場経済の確立が経済体制改革の目標とし
て定められた。この目標に応じるため， 90年代の流通システムの改革は転
換期と大きく異なり，その広さと深さにおいて転換期を大幅に越え， まさ
に新たな段階に入った。その特徴について，次の通りである。①転換期の
「二重性」と比べ，流通システムは市場メカニズムを中心として運行される。
同時に，流通システムに対するマクロ・コントロールが重視される。②転
換期の「漸進性」と比べ，改革の推進は「全体性」，「加速性」，「総合性」
の特徴を有する。③転換期の「迂回性」と比べ，所有制度を根本から変え
ようとする。④90年代の改革では， 18い流通システムの打破よりも新しい
流通システムの構築のほうがより一層重要になる。⑤90年代の改革は単な
17)馬成三「中国経済の国際化』サイマル出版社， 1995年2月， 161ページ。
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る流通産業の構造改革のみならず，流通近代化や流通国際化を推進する過
程でもある。
4.2 社会主義市場経済体制下の流通システムの改革
社会主義市場経済の基本的要求に応じて. 90年代の流通改革の全体的目
標は．国家のマクロ・コントロールの下で．経済的．法律的．行政的手段
を総合的に運用して． 市場メカニズムに基づく高効率的資源配置の流通シ
ステムを作り上げることと定められた18)。改革全体の枠組みは．図表2に
示されている通りである。 90年代の改革は，マクロ面の市場システムおよ
びミクロ面の市場主体である流通企業と市場客体である商品という 3つの
方面から着手され，それぞれの改革重点は公正・公平• 厳格・規範の市場
取引とrti場競争の保証． 自t独立：の流通企業の育成，商品の自由流通の確
保に置かれている。
図表2 90年代の商品流通システムの改革
内容 I
|マクロ= r!f場システム~----—叶ミクロ＝ 市場t体ー流通企業 市場客体ー商品I
管理機関／市場開放／商品市場／
マクロ・コントロール／インフラ 所有制／企業組織／経営方式
II価格／尚品
基礎 I
I市場メカニズムに甚づく資源配置I
原則 I
I全面開放的・自由競争的・公平効率的・規範有効的な市場の建設I
18) T俊発・張緒昌『跨惟紀的中国流通発展戦略』中国人民大学出版社. 1998年11
月. 8ページ。
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市場経済の下で，商品流通を有効にマクロ・コントロールする総合的な
流通管理機関が必要となる。したがって， 92年から流通機関の簡素化や効
率化を目指して，商業部と物資部は国内貿易部に統合され，中央流通管理
機関は国内貿易部と対外貿易部からなることになった。しかし，その後ま
もなく国家食糧局が国内貿易部の「副部レベル」の流通管理機関として設
立され，全国供錯合作社も95年には「部レベル」の流通管理機関として再
び国内貿易部から分離した。一方，地方においては， 92年に諸地方の物資
庁（局），商業庁（局）は次々と合併され，貿易庁や貿易委員会に変身した。
しかし，その調整スピードは中央に遅れ，しかも商業と物資のみに限られ，
食糧局や地方の供錯合作社には組織変更はなかった。
以上のような流通管理機関の「統一」と「分離」は，政府が市場経済の
発展程度に応じて決めたものである。中国の市場経済体制の未成熟と種々
の経済関係の不調和という現段階の状況の下では，流通管理機関の簡素化
を図っても，予期通りの効果が現れないだろう 19)0 
②流通市場の開放
流通市場の開放は小売分野から始まった。その漸進的な開放過程は図表
3からわかろう。 2000年には，中央政府の開放政策の条件を満たす外資小
売企業は18社ありその売上高は同年の消費財売上総額の0.5%しか占め
ていないが叫しかし外資の市場参入は，先進的技術の導入や市場競争の
促進や買物環境の改善やインフラの整備など多くのメリットをもたらし，
中国の流通近代化を促進させた。また，外資導入を通して，非国有経済セ
クターはさらに拡大した。 92年から94年まで，大衆消費財小売総額に占め
る「その他」（私営企業，株式制企業，外資系企業）の構成比の増加率は
19)山下睦男，前掲書， 121-123ページ。
20)中国連鎖経営協会編『中国連鎖経営年鑑1990-2000」中国商業出版社， 2001年11
月， 733ページ。
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8.6%であり， 89年から92年までのその構成比の増加率の1.2%を大幅に上
回った21)。
③商品市場の建設
政策の制定からみると， 94年に公布された「全国商品市場計画綱要」の
中で，商品市場建設の基本内容と戦略目標が明確にされた。具体的には，
秩序のある統一的・開放的・競争的な商品市場システムを育成するために，
2000年までに全国的商品卸売市場，地方的商品卸売市場，地域自由市場な
ど3つの規模の卸売市場システムを建設し，整備し，そして農産物や日用工業
品や生産財などの卸売市場を生産地域と販売地域に合理的に配置する2210
そのうえで，市場の監督・管理とサービスを強化し，市場の近代化・標準
化及び市場行為の規範化を向上させる。このような商品市場を通じてこそ，
地区と部門による市場の分割・封鎖を段々と打ちこわし，公開・透明・合
理の資源配置を行うことができる。
データからみると， 94年には全国では，商品取引市場の数は8.5万ヵ所
に達した。その中で，農産物卸売市場が2100ヵ所 日用工業品卸売市場が
600ヵ所生産財卸売市場が900ヵ所， H用雑貨品市場が3600ヵ所商品別
の専門卸売市場が1.2万ヵ所建設された。そして，同年の商品市場の商品
取引額は社会全体の商品取引額の22%を占めた。 98年には，商品取引市場
の数は 1万ヵ所増えて9.5万ヵ所になった。その取引額は2.5兆元にのぽり，
同年の社会全体の消費財小売総額の約39%を占めた23)。このデータから，
商品市場システムのネットワークが急速に形成し，発展したことが明らか
となろう。
④政府による商品流通のマクロ・コントロールの強化
〈a〉実物的手段と資金的手段によるマクロ・コントロール
21) 『中国統計年鑑』 1994年版により算出したもの。
22)夏春玉『現代商品流通：理論与政策』東北財政大学出版社， 1998年6月， 303ペ
ジー。
23)黄隣，前掲書, 95ページ。
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図表3 90年代の外資小売業の主な導入政策
主
92年「商業小売 93年「国家第3次 95年「外国企業投 99年「外国投資商
な
業の分野におい 産業開発計画に関 資産業指導目録」 業企業実験法」
政
て，外資を利用す する基本方針」
策
る問題についての
返答」
• 開放地域： 6つ • 開放地域：国務 . 3種類の投資分 • 開放地域：省都．
の沿海大都市と 院の承認を受け 野 自治区の中心都
5つの経済特区 た特定都市と特 a. 促進分野：生 市，直轄市，計
主 ・認可対象：外資 定地域 鮮食品の貯 画中の単一都市
な との合弁• 合作 ・経営範囲：生産 蔵，加工 ・認可対象：北
内 の小売企業 財卸売業まで拡 b. 制限分野：小 京，上海など10
容 ・経営範囲：百貨 大 売，卸売，対 大都市に1社か
店と輸出入業務 外貿易 2社の外資小売
c. 禁止分野：先 企業を増設
物取引
（出所） i馬容「外資系小売チェーン企業の中国市場への参入」関西大学大学院『千里山
商学』第56号， 2002年 9月， 27-28ページより作成。
・重要商品の在庫政策
94年末に公布されたこの政策の中で．商品在庫は戦略在庫と市場調整在
庫に分けられた。具体的には戦争や自然災害などの緊急事態の発生に備
えるための戦略在庫を引き続き整備する以外に．物価を調整し，市場を安
定させるために，食糧．綿，袖，肉，砂糖，鋼材．非鉄金属，化学肥料な
どの商品の市場調整在庫を形成しなければならない。しかも，いずれも中
央と地方での形成が必要である24)0 
•重要商品の市場危険調整基金政策
この政策も．物価と市場の安定を確保することを目的として94年に制定
された。市場危険調整基金は．中央と地方で別々に設立され，流通主管部
門によって運用され，市場調整の際に流通過程で発生する費用とリスク補
助に対して支払われるものである。この基金の適用範囲は食糧.i血肉な
どの重要商品である25)。
24)夏春玉，前掲書， 294ペー ジ。
25)山下睦男，前掲書, 132ページ。
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〈b〉重要商品の売買体制の整備
国家は国家経済と国民生活に関わる少数の重要な生産財，農産物あるい
は需給不一致の激しい商品に対して， 自由に流通させず，特別の売買体制
を構築した。国家の定めた重要商品は次のものである26)0 
• 小売尚品一食糧，食用池，食塩，燃料，薬品など
・農産物一煙草，綿．穀物，蚕など
• 生産財 ー電力，原油．ガス．鋼材，自動車，化学製品など
この中で，たとえば食糧や食用油の流通に対しては国家注文制度を実施
したり，綿の流通に対しては以前のように厳しい統制をしたり，鋼材や ~1
動車の流通に対しては代理制を実施したりしている。
〈c〉法律的手段によるマクロ・コントロール
市場経済の正常運行は，法律をいかに1Eしく運用できるかどうかに密接
に関わっている。 90年代より，市場の規範化・法制化と流通主体の効率化・
標準化を高めるために流通管理機関は多くの法律の制定と改正を通して，
裔品流通のマクロ・コントロールを最大限に行った。 tな尚品流通の法制
上の整備は図表4の通りである。
図表4 90年代における商品流通の法的整備
①市場システムに関する法的整備：
全国商品市場計画綱要．卸売市場管理法．市場安定基金法．裔品取引法．公平競争
法. :.f当競争禁止法，価格法暴利禁止法消費者権利保護条例
②市場主体に関する法的整備：
公司法，商法商業企業組織法，私営と個人経営商業法外資企業経営法．供錯合
作社法
③市場客体に関する法的整備：
競売法，食糧法，食糧流通管理条例，飲食・サービス業管理条例
（出所）周立国「中国商品流通与調控』中国財政経済出版社， 1999年11月.45ページよ
り作成。
26)黄隣，前掲書， 89ペー ジ。
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⑤インフラの整備
市場建設を促進するために，物流や情報システムに対するインフラの整
備は欠かせない。 90年代以降，インフラ整備への政府の財政投資は拡大さ
れ，交通輸送，郵便・電信通信，商業基本施設などへの95年の固定資産の
投資金額は90年に比べて，それぞれ5.3倍， 12倍， 5.7倍増加した27¥
また，政府は政策実施を通して，物流センターの建設，物流技術の応用
に取り組んでいる。その政策の主な方針とは，物流企業の管理水準や設備
やサービスの質を海外先進水準までアップし，ロジスティクスやSCMや
3PLなど現代的物流技術を活用し，全国的ネットワークをもつ専業化・
近代化・国際化の物流配送センターを建設することである。 2000年の中国
倉庫協会による物流市場調査をみると，メーカーの物流のすべてを代理業
者に委託するケースが26%, 物流業者に委託するケースが52%となってい
る。別の調査によると， 2001年中国の 3PL市場規模は約400億元であり，
過去 3年で70%以上の物流企業が年間30%を上回る成長を遂げている28)0 
一方，商品流通情報システムの構築は政府によって急速に進められてい
る。 88年には，商業部直属の商業情報システムと物資部直属の物資情報シ
ステムを建設した後， 90年代に入って，政府はPOS, EDI, EOSなど商品
情報処理システムの積極的な導入を通して，全国商業統計システム，全国
卸売情報システム，全国商況情報システムなどを次々と建設し，全国にわ
たる商品流通情報ネットワークを構築することになった。
(2)価格体制の調整
価格体制の調整は，経済体制改革の成否を決めるカギであると位置付け
られる。 92年から，価格自由化と国際価格にリンクさせることが価格調整
の主な課題となり，「企業の自主的価格決定」，「市場によって形成される
価格」，「政府の間接的コントロール」，「社会による全面的監督」などが価
格調整の指導方針とされた。
27) T俊発・張緒昌，前掲書， 46ペー ジ。
28)黄憐，前掲書， 108ペー ジ。
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具体的な調整に関していえば国家の指定価格と指導価格の比率は絶え
ず下げられ．市場調節価格の比率は絶えず引き上げられた。図表5によれ
ば．市場経済体制の確立した92年と確立前の91年を比較してみると．小売
商品．農産物．生産財の市場調節価格の比率はそれぞれ40ポイント. 30.2 
ポイント， 37.4ポイントと大幅に増加した。 92年から95年まで．それらの
商品市場調節価格の平均的比率はそれぞれ91.5%.81.8%, 78.2%に達した。
このことは，転換期の二重価格制がほぼ単一価格に変わり，大部分の商品
価格が市場メカニズムの下で正常に変動し，市場需給関係の変化を比較的
に正しく反映できるようになったことを意味している。
図表5 商品類別にみる価格形態の比率の変化 （単位：％）
商品類別 価格形態 1991年 1992年 1993年 1994年 1995年
.... → 
国家指定 29.8 5.9 4.8 7.2 8.8 
小売商品 国家指導 17.2 1.1 1.4 2.4 2.4 
市場調節 53.0 93.0 93.8 90.4 88.8 
← ・-
国家指定 25.0 12.5 10.4 16.6 17.0 
農産物 国家指導 23.4 5.7 2.1 4.1 4.4 
市場調節 51.6 81.8 87.5 79.3 78.6 
-——·—.,., 一，• ー，ーm —----·' --
国家指定 44.6 18.7 13.8 14.7 15.6 
生産財 国家指導 19.0 7.5 5.1 5.3 6.5 
市場調節 36.4 73.8 81.1 80.0 77.9 
（出所）黄碕『WTO加盟後の中国市場』蒼蒼杜， 2002年10月， 89ページ，今井理一・
中嶋誠一『中国経済がわかる事典』 H本実業出版社， 1998年1月.96ページよ
り作成。
しかし，価格の自由化とともに地域的閉鎖や業種内独占など不公正取
引が生じた。そのため，図表4で触れたように，不当競争禁止法が93年に
公布された。それは日本の独占禁止法に相当するものである。その後，ま
もなく 95年には暴利禁止法も実施された。それは「4つの同一」（同一地域，
同一期間，同一レベル，同種商品またはサービス）については，販売価格
が「 3つの平均」（市場平均価格，平均価格差率，平均利潤率）を基準と
して，値上げ幅が一定の範囲内にあることを要求する29)0 
29)凌星光『中国の経済改革と将来像』日本評論社, 1996年2月. 198-199ペー ジ。
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(3)流通企業自体の改革
①所有制度をめぐる根本的な改革
〈a〉企業法人化
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法人企業の特徴としては，企業の国有資産の所有権は国に属し，企業は
国を含む出資者の投資によって形成された法人企業財産を有し， この部分
の財産に対して独自に支配する権利を持ち，民事責任を負うとされた。こ
のように国有流通企業に「法人財産権」を持たせることは，企業が行政
機関からの介入を排除し，経営メカニズムを転換し，「自己経営・損益自
己負担•自己発展•自己規制」を実行できる法人ということを意味する 30\
〈b〉株式制
株式会社化により，企業資産の所有権は国家持株として「独立化」し，
国家は株主として「人格化」する。株式会社化ではじめて国有企業の資本
金が確定され，所有権の「価値化」が進む。株式の公開発行や市場取引で，
所有権移転の「市場化」も進む。国有企業の株式会社化が進めば，行政部門
の代わりに国有資産管理機関が国家持株の管理を行うことになる。この
ように行政管理と資産管理の分離が行われると同時に，企業資産の所有
主体（株主）の多様化によって，所有権と経営権の分離も保障される 31)0 
しかし，株式制の実施には多くの難題が横たわっている。 1つ目は，多
数の国有流通企業は多額の債務を抱えているので，株式制へ転換する場合，
銀行に対する債務が増大することになる。 2つ目は，国有流通企業が資産
評価する場合，一部の利潤を国有株として処理するかあるいは企業株とし
て処理するかの財産権の色分けの基準が不明確のため，一部の国有資産を
失った。 3つ目は，株式制の流通企業の中で，「新三会」（取締役会，株主
総会，監事会）と「旧三会」（党委員会，労働組合大会，従業員代表大会）
を含む六者の関係を処理することは難しい32¥
30)同上書， 162ペー ジ。
31)藤本昭『中国市場経済への転換』日本貿易振興会， 1994年4月， 87ページ。
32)凌星光，前掲書， 163ペー ジ。
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②流通企業の組織調整
〈a〉流通企業集団
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流通企業の小規模零細性や経営の低効率などの問題を解決するために
は，流通企業集団を育成する必要がある。 90年に公布された「国民経済・
社会発展10ヵ年計画及び第8次5ヵ年計画作成についての提案」の中で，
「企業集団を積極的に発展させる。具体的政策と措置を講じ，企業の改組，
連合，合併の推進と企業組織構造の合理化をはかり計画的に地域や部門
にまたがる競争的企業集団を作っていく」と書かれている。これからみる
と，流通企業集団の育成は流通改革を深める重要な一環である。流通企業
集団は次の 4つの条件を備えなくてはならない。 (I)強大な実力をもつ
核心企業があること。 (II)企業集団は核心企業緊密な関連を有する企業，
それほど緊密な関連を有しない企業などの多重層で形成される。 cm)核
心企業とメンバー企業との間は，一定の連結関係によって結ばれ， 1つの
有機体を構成しなくてはならない。 (N) メンバーは独立した企業法人で
あるべきで，企業集団はこれらの法人の連合体である 33)。
しかし．企業集団化の発展には，いくつかの問題があった。すなわ
ち，一部の企業集団には集団経営に関する統一的企画力や有効的な経党手
段が欠けている。一部の企業集団は名前だけを変えたが，メンバーズの間
における必要な分業と協力体制に欠けている。また，企業集団には有効な
規定がないため，メンバーズによる契約違反もよく起きる34)0 
〈b〉総合商社
日本，韓国を参考にして，総合商社を育成することは流通の組織化，効
率化国際化を図る有効な方法であった。 90年代の始め頃まず物資企業
を対象に，総合商社への脱皮を図る試みが実験的に行われた。その後，一
部の総合商社は地方政府によって育てられてきた。しかしそれらの商社
は規模がそれほど大きくないので，国際市場の競争力を持ってない。そこ
33)同上書， 171ペー ジ。
34)山下睦男．前掲書.127ペー ジ。
中国における流通システムの変容 u馬） (877) 129 
で， 94年には中国化学工業輸出入総公司は，総合商社として国務院に認可
された。しかも，総合商社に関する明確な定義がなされた。つまり，総合
商社とは取引を中心として，金融，情報，物流などの機能をも担い，国
際化多角化，集団化などの経営を実現する総合的貿易会社である。これ
は総合商社の試行が規範化の段階に入ったことを意味している。
しかし，中国の総合商社の問題点は，金融支援と経営権がないことであ
る。金融支援については，大半の総合商社は自己の金融機関や関係銀行が
ないため，その金融機能は非常に弱い。商権については，たとえ政府が総
合商社に十分な貿易経営権を与えても，総合商社とメーカーの間に長期的
かつ安定的な協力関係が存在しないため，総合商社は十分な経営権をもっ
ているとは言えない。このため，中国の総合商社は本格的な総合商社とは
言えないし，その成功には相当の困難があると予想されている35)。
〈c〉倒産と合併
倒産も合併も，資源を合理的に再配置する重要な組織的調整方式である。
倒産は，経営不振や債務過多の企業の資産と人員を合理的に再配置できる。
そして，合併は合併企業の相互利点をのばす役割を発揮でき，経済規模を
も拡大できる。両方は80年代後半から実施されたが，そのブームに入った
のは，市場経済の確立された92年以降である。 93年，全国の倒産企業は
181社に達し，そのうち流通企業は49社で，倒産企業の27.1%を占めていた。
また， 93年までに全国の合併企業数は 1万社余りに達していた36)。こう
して，倒産と合併を通じて，流通システムは組織的に整備され，効率化が
推進され，市場化が促進された。
③経営方式の革新
〈a〉チェーンストア
流通近代化の促進や流通企業の経営方式の革新を図るために，中央政府
は90年代からチェーンストアの発展に大きな力を入れている。一連のチェ
35)同上書， 128ペー ジ。
36)同上書， 124ペー ジ。
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ーンストアの発展促進政策と外資導入政策が打ち出されたことによって，
食品スーパー，総合スーパー．デイスカウントストア，ハイパーマーケッ
ト．ホールセール・クラブ．大型ホームセンターなどさまざまな新業態が
中国市場に次々と出現しており，スーパーマーケットを主とするチェーン
ストアが急成長を遂げた。その急成長ぶりは．図表6に列挙した中国チェ
ーンストアの発展状況に関する各項目の調在データから分かる。それらの
データによって計算してみれば， 94年から99年までに中国チェーン企業
の社数店舗数売上高の年平均の伸びはそれぞれ330社， 4700店， 494億
元である。そして. 94年と比べ， 99年のチェーン企業の社数は12倍．店舗
数は10倍，売上高は83倍に激増した。
チェーンストアの急成長は，業態の多様化と数量的な急増に現れている
のみならず経営面において根本的な変化が現れた。外資の市場参人の影
響を受け. 90年代に多数のチェーン企業は経営の形式面を追求することで
はなく．標準化のオペレーションやマネジメント技術や販売合理化・効率
化方式としてのセルフサービス理論を学ぽうとしていた。さらに，一部の
有力企業ば情報技術を駆使し，チェーンオペレーションの高度化を追求し，
更なる効率性と規模の経済性を実現しようとしている。 90年代の半ば頃か
ら，いい経営業績を遂げた大規模チェーン企業がいくつか現れた。その中
で一番有力な企業は上海聯華超市有限公司である。同社は93年からスーパ
ー経営を中心に発展し， 2000年には950店舗をもち，売上高が111億 4千万
元に達している。しかも同社は98年から2000年まで 3年連続で中国チェ
ーンストアランキングの首位の座を守っている37)0 
もちろん，チェーンストアの発展には，多くの問題点を抱えている。た
とえば沿海部と内陸部，大企業と小企業，新企業と旧企業の間に，チェ
ーンストアの発展格差が増大しつつある。地域保護主義や排他主義はチェ
ーンストアの規模拡張を制限している。また，一部のチェーン企業はチェ
37)中国連鎖経営協会『連鎖』総第38期， 2001年3月， 16ページ。
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図表6 中国チェーンストアの発展状況
チェーン企業（社） 店舗数（店） 売上高（億元）
150 2500 30 
400 6000 80 
700 10000 300 
1000 15000 420 
1150 21000 1000 
1800 26000 2500 
（出所）李飛「中国連鎖経営発展十年回顧」『中国連鎖経営年鑑』
(1990~2000) 中国商業出版社, 2000年11月.71ペー ジ。
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ーンストアを名乗っているだけであり，内実は伝統的な経営システムを踏
襲しているにすぎない。
〈b〉代理制
商工関係の新しい形としての代理制は．物資企業の経営革新の主な内容
でもある。代理制の原則としては，生産企業と流通企業は協力関係を結び，
共同で価格を設定し，利益を分配し，マーケティングを企画する。これに
よって，一般貿易方式による生産企業と流通企業との間に発生しやすい矛
盾は避けられ，両者の信頼関係や長期的継続性が生じることになる。 95年
には，鋼材と自動車に対して，代理制がはじめて試行された。鋼材の商談
では， 96年に代理企業が451万トン（鋼材生産量の5%) を扱う契約に調印
した。自動車について，双方が数量，方式，決算方法，価格代理報酬な
どの問題を協議し，全国生産量の30%, 販売額は600億元とする契約を行
った38)。しかし，代理商の選択や代理関係の確定や代理協議の尊重などに
関する法律制度はまだ不整備である。
〈c〉配送制
流通近代化によって経営の大規模化や効率化などの利益がもたされ，同
時に流通時間や物流コストや在庫コストなどの削減に対する要求が現れ
た。配送制は，この要求を満たす新しい流通経営方式として登場してきた。
38)今井理ー・中嶋誠一『中国経済がわかる事典』日本実業出版社， 1998年 1月．
205ペー ジ。
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90年代から，物資企業で配送制が試行され始め，多くの都市では配送セン
ターが設立された。配送は主に石炭，鋼材，コンクリート，機械設備．電
力設備およびH常生活用品などの商品分野で行われた。 96年ごろ，全国の
生産財の配送金額は350億元にのぽり， 93年の120億元を大幅に上回った3~) 。
〈d〉マーケティング
90年代に入って．マーケティングは流通の経営革新の新たな内容として
採用され，重視されつつある。市場シェアの拡大や自社競争力の強化のた
めに多数の流通企業は外資企業を貞似しながら，自ら製品開発．価格設
定，マーケティング・リサーチ，広告などのマーケティング・ミックスを
用いて，体系的な対市場活動を大胆に試み始めた。 t海聯華はその好例で
ある u fr]社は，麻品質で低価格の麻品および最翡のサービスを提供するた
めに，豊富な品揃え，各部門のコスト削減による低価格の設定．チラシや
インタネットによるプロモーション，廂品配達などのマーケティング活動
に積極的に取り組んでいる。将来的には，流通企業によるマーケティング
の導入と活用はより一層活発になると見込まれている。
5. おわりに
現在中国は市場経済を実行しているがしかしそれは資本主義の市場
経済とは違い，社会主義的な市場経済である。これは，中国流通システム
の改革に次のような特殊性を与えている。
① 現在の中国流通システムは，完全に自由化した市場経済下の流通シス
テムではないしかつての計画経済のような中央集権的配給方式によ
って運行されるシステムでもない。それは，社会主義市場経済を基礎
とし，政府のマクロ・コントロールの下で運行されているものである。
② 経済体制改革の柱である硬直化した行政的枠組みの打破，所有制度の
39)丁俊発・張緒昌，前掲書， 45ページ。
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改革，経営メカニズムの転換は，流通改革の中でも大きな比重を占め
ており，流通改革の成功を決定する肝要な要素である。
③ 経済体制の移行により，流通に対する政府のコントロールは直接的な
ものから間接的なものに変わったが， しかしそれは政府のコントロー
ルが緩くなったことを意味しているわけではない。逆に，市場経済に
よる経済の無政府的側面の拡大を防ぐために，政府のマクロ・コント
ロールは以前より一層強化されている。
④ 市場経済の確立と外資流通企業の導入のおかげで，中国流通の近代化
と国際化は10年余りの短期間で急速に進んでいる。組織化，経営方式，
取引慣行，物的流通，情報的流通などの面において，流通近代化の水
準は著しく向上しつつあり，中国の流通システムは国際的な影響によ
って大きく変動するようになっている。
2001年，中国がWTOに加盟することになった。これをきっかけに，中
国の流通市場はまもなく全面開放される。これは中国流通システムに大き
な変化をもたらすであろう。 WTO加盟後，中国流通システムは， どのよ
うな新しい発展を遂げているのか，現存の問題点と新たな問題点を如何に
解決しようとしているかについて，今後の研究課題としたい。
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